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１．安全技術課と訓練計画課の統合について 

 
（１）訓練計画課設置の経緯 
・新規制基準施行に伴う保安規定変更認可(平成２８年４月１９日付認可)以前は、安全技術課

は、原子力防災に係る体制の整備および教育訓練の管理を実施してきた。これに加え、同保

安規定変更認可以降、安全技術課の業務に重大事故等発生時および大規模損壊発生時（以

下、「重大事故等発生時等」という）に係る体制の整備および教育訓練の管理が追加とな

り、教育訓練の仕組みを考案・運用することによる訓練体制の構築、維持が喫緊の課題であ

った。 
・訓練体制の構築には、協力会社社員を含めた多くの要員（約５５０名）について、個々の役

割に応じた教育訓練の計画の策定、実施、力量評価等を継続的に実施する必要があり、また

宿直体制を策定する際、各対策要員が役割に応じた必要な力量を有することを確認する必要

があることから、相当な業務量を必要としていた。 
・そのため、保安規定変更認可申請(平成２９年２月１０日付認可)を実施し、新たに重大事故

等発生時等に係る教育訓練の管理業務を扱う訓練計画課を設置することにより、訓練体制の

構築、維持にむけた体制の強化を図った。 

 
（２）訓練計画課業務の実施状況 

訓練計画課は、個々の役割に応じた教育訓練の計画の策定、実施、力量評価等を継続する

仕組みを社内規定にて整理し、約６年間の訓練実績を積み上げてきた。近年では、非常用ガ

スタービン発電機および特定重大事故等対処施設の設置完了に伴い、同設備を運用するため

の教育訓練を訓練計画に反映してきた。また、要員の役割に応じ、必要な力量を有すること

を確認するため、要員のリスト化の仕組みを確立、維持した。 
このため、新規制基準施行に伴う保安規定変更認可の対応において、訓練体制の構築、維

持がなされたことから、訓練計画課の業務を安全技術課と統合し、原子力防災に係る重大事

故等発生時等に係る教育訓練の管理を一貫した体制に変更することにより、原子力防災全般

に係る体制の整備および教育訓練の管理について、より効率的な人的資源の配分が可能とな

ると考える。 

 
表１．訓練計画課所掌の社内規定 

社内規定 改正回数 

緊急時対応教育訓練細則 ２０回 

緊急時対応教育訓練マニュアル ７回 

成立性確認訓練マニュアル ２４回 
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（３）業務の継続性等 
・安全技術課長は、保安規定に基づく社内規定に、安全技術課長と訓練計画課長の相互の連携

を規定しており、訓練計画課長は、年度計画時に安全技術課長と協議をして教育訓練の計画

を策定しているため、その業務を統合しても安全技術課長は問題なく対応できる。 
具体的には、安全技術課長は、宿直体制整備のために必要な要員数について訓練計画課長へ

依頼し、訓練計画課長は訓練計画に反映する。次に、訓練計画に従い、訓練を実施し力量を

有している者について、訓練計画課長から安全技術課長へ報告する。その報告をもって、安

全技術課長は、宿直体制を整備している。 
・また、安全技術課の要員は、従来から訓練計画課にて訓練関係の対応をしている要員(４名

のうち３名)をそのまま配置する予定である。要員は１名減となるものの、教育訓練を取り

まとめて報告する要員とその報告をもって宿直体制を整備する要員は、課を統合することに

より一連の業務として実施できることから、安全技術課の業務として問題なく対応できる。 
 

 

２．防災課の業務を保修統括課と総務課への移管について 

 
（１）防災課設置の経緯 
・実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則において、第 11 条の 2および第 16 条第 1項

第 15 号の 2が追加され、「初期消火活動※１のための体制の整備」が追加になったことか

ら、保安規定変更認可申請(平成２０年７月１１日付認可)を実施し、消防法に基づく消防防

災を担当している総務グループにて対応した。 

・これに加え、可燃物管理等の火災防護※２に関する業務が増加する見込みであったことか

ら、保安規定変更認可申請(平成２３年４月４日付認可)を実施し、新たに火災防護および初

期消火活動に係る体制の整備を一元管理する防災課を新規設置し、総務グループの業務であ

る初期消火活動に係る体制の整備を防災課に移管した。 

・その後、新規制基準施行に伴う保安規定変更認可申請を実施し、防災課の業務に火災発生時

における原子炉施設の保全のための活動（可燃物管理等の火災防護を含む）、内部溢水発生

時における原子炉施設の保全のための活動、火山影響等発生時における原子炉施設の保全の

ための活動およびその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動（以下、

「防災・火災防護活動」という。）を行う体制の整備の業務が追加となり、防災課は、この

体制の構築とともに、防災・火災防護活動の定着化を牽引してきた。 

 

 ※１：初期消火活動 

火災が発生した場合に消防機関への通報・連絡、初期消火および延焼防止活動等、

消防機関が火災の現場に到着するまでに行う諸活動。 

 ※２：火災防護 

火災の発生防止、火災の感知・消火、火災の影響軽減を図ること（初期消火は火災

防護に含まれる）。 
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（２）防災課業務の実施状況 
① 防災課から保修統括課へ移管する業務 

 防災課は、防災・火災防護活動における「要員の配置」、「教育訓練の実施」、「資

機材の配備」および「手順書の整備」を含む計画を社内規定として策定し、運用するこ

とにより防災・火災防護活動の体制を確立し、設備を主管とする各課へ防災・火災防護

活動の定着化を牽引してきた。各活動における業務移管前の実施状況は以下のとおり。 

 
①－１．業務移管前 

 （ａ）火災発生時における原子炉施設の保全のための活動 

   
ａ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：防災課）     
・要員の配置  ：火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うための体

制について、火災防護計画に規定し、１回／年評価する仕組みを構

築し、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 
・教育訓練の実施：教育訓練について、所員等に対して約６年間の運用実績を積み上げ

てきた。 
・資機材の配備 ：資機材の配備状況について、点検内容、点検頻度、点検月、保管場

所、管理責任者を火災防護計画に規定し、計画的に点検・整備され

ていることを１回／年評価し、必要に応じて資機材の整備の見直し

等の措置を行う仕組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上げて

きた。 
・手順書の整理 ：火災発生時における原子炉施設の保全のための活動の管理方法を策

定、実施、評価し改善する仕組みを火災防護計画に整理し、約６年

間の運用実績を積み上げてきた。 

 
ａ－２．火災防護設備に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

火災防護設備について、設備主管課が火災防護計画に基づき管理、点検等を行い、必

要な機能を維持管理してきた。 

 
 （ｂ）内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動 

  
 ｂ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：防災課）     

・要員の配置  ：内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うた

めの体制について、溢水対応内規に規定し、１回／年評価する仕

組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 
・教育訓練の実施：教育訓練について、所員等に対して約６年間の運用実績を積み上げ

てきた。 
・資機材の配備 ：資機材の配備状況について、点検内容、点検頻度、点検月、保管場

所、管理責任者を溢水対応内規に規定し、計画的に点検・整備され

ていることを１回／年評価し、必要に応じて資機材の整備の見直し
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等の措置を行う仕組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上げて

きた。 
・手順書の整理 ：内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動の管理方法

を策定、実施、評価し改善する仕組みを溢水対応内規に整理し、約

６年間の運用実績を積み上げてきた。 

 
ｂ－２．溢水防護に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

溢水防護に関する設備について、設備主管課が施設管理内規に基づき管理、点検等 

を行い、必要な機能を維持管理してきた。 

 
（ｃ）火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動 

 
  ｃ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：防災課）       

・要員の配置  ：火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うた

めの体制について、自然災害対応内規に規定し、１回／年評価する

仕組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 
・教育訓練の実施：教育訓練について、所員等に対して約６年間の運用実績を積み上げ

てきた。 
・資機材の配備 ：資機材の配備状況について、点検内容、点検頻度、点検月、保管場

所、管理責任者を自然災害対応内規に規定し、計画的に点検・整備

されていることを１回／年評価し、必要に応じて資機材の整備の見

直し等の措置を行う仕組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上

げてきた。 
・手順書の整理 ：火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動の管理方

法を策定、実施、評価し改善する仕組みを自然災害対応内規に整理

し、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 

 
ｃ－２．火山影響等の防護に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

火山影響等の防護に関する設備について、設備主管課が施設管理内規に基づき管 

理、点検等を行い、必要な機能を維持管理してきた。 

 
（ｄ）その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動 

  
 ｄ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：防災課）       

・要員の配置  ：その他自然発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う

ための体制について、自然災害対応内規に規定し、１回／年評価

する仕組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 
・教育訓練の実施：教育訓練について、所員等に対して約６年間の運用実績を積み上げ

てきた。 
・資機材の配備 ：資機材の配備状況について、点検内容、点検頻度、点検月、保管場

所、管理責任者を自然災害対応内規に規定し、計画的に点検・整備
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されていることを１回／年評価し、必要に応じて資機材の整備の見

直し等の措置を行う仕組みを構築し、約６年間の運用実績を積み上

げてきた。 
・手順書の整理 ：その他自然発生時における原子炉施設の保全のための活動の管理方 

法を策定、実施、評価し改善する仕組みを自然災害対応内規に整理

し、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 

 
ｄ－２．その他自然災害の防護に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

その他自然災害の防護に関する設備について、設備主管課が施設管理内規に基づき管

理、点検等を行い、必要な機能を維持管理してきた。 
防災・火災防護活動の定着化とは、設備を主管する各課が、設備の工事を行う場合に表

２に記載した防災課所掌の社内規定に従い、影響を評価のうえ、防災課と協議し、影響が

あると判断した場合に工事の計画の見直しを行い、その状況を防災課長に報告する活動

を積み上げることであり、約６年間の運用実績を積み上げてきた。 

 
表２．防災課所掌の社内規定 

社内規定 改正回数 

火災防護計画 ２１回 

溢水対応内規 １１回 

自然災害対応内規 ２１回 

 

業務移管後は、設備を主管する保修部を取りまとめている保修統括課が火災、内部溢

水、火山影響等発生時およびその他自然災害発生時に係る設備の影響に加え、要員の配

置等体制の整備を一元管理することで、保修部関係各課（機械計画第一課、機械計画第

二課、電気計画課、計装計画課、設備改良工事課）で情報共有、相互チェックを行うこ

とが可能となり、個々の設備に応じた影響評価を実施することが可能となる。 

 
①－２．業務移管後 

 （ａ）火災発生時における原子炉施設の保全のための活動 

 
  ａ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：保修統括課）     

・要員の配置  ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・教育訓練の実施：実施内容は業務移管前と同じ。 
・資機材の配備 ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・手順書の整理 ：実施内容は業務移管前と同じ。 

 
ａ－２．火災防護設備に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

   ・実施内容については、業務移管前と同じ。 
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 （ｂ）内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動 

 
  ｂ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：保修統括課）     

・要員の配置  ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・教育訓練の実施：実施内容は業務移管前と同じ。 
・資機材の配備 ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・手順書の整理 ：実施内容は業務移管前と同じ。 

 
ｂ－２．溢水防護に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

   ・実施内容については、業務移管前と同じ。 

 
 （ｃ）火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動 

 
  ｃ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：保修統括課）     

・要員の配置  ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・教育訓練の実施：実施内容は業務移管前と同じ。 
・資機材の配備 ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・手順書の整理 ：実施内容は業務移管前と同じ。 

 
ｃ－２．火山影響等の防護に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

   ・実施内容については、業務移管前と同じ。 

 
 （ｄ）その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動 

 
  ｄ－１．要員の配置、教育訓練の実施等の計画の策定（担当：保修統括課）     

・要員の配置  ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・教育訓練の実施：実施内容は業務移管前と同じ。 
・資機材の配備 ：実施内容は業務移管前と同じ。 
・手順書の整理 ：実施内容は業務移管前と同じ。 

 
ｄ－２．その他自然災害の防護に関する設備の施設管理（担当：設備主管課） 

・実施内容においては、業務移管前と同じ。 

 
② 防災課から総務課への移管する業務 

防災課が所掌する初期消火活動に係る体制の整備は、実用発電用原子炉の設置、運用

等に関する規則改正による保安規定変更認可に伴い、平成２０年に追加となって以降、

初期消火活動に係る体制を構築し、約１３年間の運用実績を積み上げてきた。この運用

実績により、初期消火活動が定着してきたことから、過去に初期消火活動に係る体制の

整備をとりまとめ、知見および経験を有している総務課へ移管する。 
なお、総務課は初期消火活動に係る体制の整備の他に、労務、厚生に関する業務や自

治体、治安機関等との渉外業務等の業務を行っているものの、防災課より移管された初
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期消火活動に係る体制の整備の業務は、従来から防災課で同業務を取りまとめている要

員をそのまま総務課に配置することから、総務課の業務は問題なく対応できる。 

 
（３）業務の継続性等 

 
① 保修統括課長 
・保修統括課長は、これまで原子炉施設の保修、改造に関する総括業務として、施設管理

および工事管理の取りまとめを実施していた。また、保修統括課は、防災・火災防護活

動において施設管理する設備を主管する保修部各課の取りまとめ箇所であり、施設管理

の対応に問題はない。また、保修統括課長は保修部にて実施している火災、内部溢水、

火山影響等発生時およびその他自然災害発生時の措置に関する教育等の受講、資機材の

配備、手順書の整備等、これらの実施事項について、経験および知見を有していること

から、同活動の業務を問題なく対応できる。 
・保修統括課長は、実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準（以

下、「火災防護審査基準」という。）に基づき設置した火災報知設備、消火設備等につ

いて維持管理を定めた火災防護計画に従い、これまで防災・火災防護活動を実施してき

ており、また、同審査基準に基づき設計・配備された火災報知設備、消火設備等の設備

の管理を取りまとめていることから、同審査基準と係りが深く、熟知している。 
・保修統括課の要員に、従来から防災課にて防災・火災防護活動を行う体制の整備に関す

る業務として要員の配置、教育訓練の実施、資機材の配備、手順書の整備を含む計画を

社内規定として取りまとめている要員(２名)を配置する予定のため、保修統括課の業務

として問題なく対応できる。 

 
② 総務課長 
・総務課長は、消防法に基づく消防計画より、発電所内で発生する火災に対して自衛消防

組織として対応を行っており、消防活動に必要となる公設消防への迅速な通報、連絡お

よび要員への迅速な連絡の教育を受けている。また、「火災、内部溢水および火山影響

等発生時、その他自然災害（地震、津波および竜巻等）発生時ならびに有毒ガス発生時

の措置に関すること」について保安教育（表４参照）を受講しており、初期消火活動に

関する知識は備わっていることから総務課長は問題なく対応できる。 
・また、総務課長は、火災防護審査基準に基づき設置した火災報知設備、消火設備等につ

いて維持管理を定めた火災防護計画に従い、これまで初期消火活動を実施してきてお

り、また、同審査基準に基づき配備された火災報知設備、消火設備等について教育を受

けていることから、同審査基準の知見を有している。 
・総務課の要員は、従来から防災課で火災発生時における原子炉施設の保 
 全のための活動として消防防災関係の体制および手順の整備を取りまと 
 めている要員(６名)をそのまま総務課へ配置することから、総務課の業 
務として問題なく対応できる。 
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子燃料関係の知識・経験を有する者を配置することから、問題なく業務を遂行できる。 

・原子燃料課の要員は、従来から安全技術課で炉心の管理、燃料の管理を取りまとめている要

員（６名）をそのまま原子燃料課へ配置することから、原子燃料課の業務として問題なく対

応できる。 

 
以上 




